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〖書評】
『現代の経営と管理』
（ミネルヴァ書房， 1992年）
奥田幸助／大橋昭ー／井上昭一編著
中川涼司
この書評で取り上げる『現代の経営と管理』は関西大学の教員を中心とし
た人々によって執筆された経営学のテキストであるが，単に通説の紹介に止
まらず，研究書としての内容を兼ね備えたものである。同書は「はしがき」
にあるように，経営と管理の一般的原理論からはじまって，組織，労務，経
営戦略，マーケティングの各分野からの問題の摘出と分析へと進み，最後に
日本の経営と管理の考察でもって終っている。どれほど有機的な統一性がと
れているかはともかくとして（何人もの執筆者がいる場合これは非常に難し
い），バランスのとれた章構成となっている（財務がないのが残念）。以下，
各章の紹介と論評を行なっていく。
序章「現代社会における経営と管理」では，家庭内における自給自足から
の企業の生成•発展，現代社会における経営形態（個人企業，合名会社，合
資会社，株式会社等），管理の持つ「調和的統合」と「強制的支配」の二重
性（これは，マルクスが『資本論』で展開した，労働過程一般における管理
の内容と剰余価値生産の手段としての管理の内容という二重性の論理とは違
った把握であるが，意識的にそれとは違った主張をされていると理解する）
と「能率」向上の 3つのケース（労働時間延長，労働強度化，労働生産性向
上，これも『資本論』における絶対的剰余価値生産と相対的剰余価値生産に
類似しているが，「能率」は生産物の増加ではかるとされているので， 別の
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主張と理解する），現代企業における所有と経営の分離と企業目標の複数化
等が展開されている。
第1章「近代的経営管理の生成」では19世紀末から20世紀初頭のアメリカ
製造業（とくに機械工業型工場）において支配的な管理制度となった内部請
負制度が企業の規模拡大と速度の経済性志向の中で限界に達し，「体系的管
理」の台頭を経て「科学的管理」による経営管理の近代化に移行していった
過程が明らかにされている。
第2章「経営組織の発展と組織理論」では組織の第一原則にして総括的な
組織原則は「調整の原則」であるとしたことで知られるジェームズ •D. ム
ーニーの管理論的組織論が登場してくるまでの経営組織ならびに組織理論の
展開過程（テイラーの職能的職長制度，チャーチの職能部門組織の研究から
ムーニーによる事業部組織の研究への展開）が，アメリカの社会経済的背景
（とりわけ鉄道業の発展）との絡みで考察されている。第 1章，第2章とも
に，執筆者の長年の研究をもとに手堅いまとめがなされている章である。
第3章「管理機構と組織形態」では女子大学生のテニスサークルの運営を
題材に取り上げるなどの工夫のもとに，組織化の原理（分業，部門化と階層
化，公式化，集権と分権）と組織形態（職能別組織，事業部制組織，戦略事
業単位，社内ベンチャー）の説明が行なわれている。テキストとしての親し
み易さを狙った章であると思われる。
第4章「動態的組織観の展開」では， 組織を目的達成のための「職務の
体系」と考える伝統的組織銀＝静態的組織観からバーナードによる動態的組
織銀への発展があったこと，また，動態的組織観の核心として公式組織と非
公式組織が分かちがたく結びついて価値をおびる（つまり組織道徳をもつ）
という組織の把握があること，日本においてサイモンを介してバーナードが
受容されたという歴史的経緯は問題を胎んでおり，組織価値や組織文化の側
面が排除されていること，環境重視の理論であるコンティンジェンシー理論
は実は静態的組織論の逆襲であったが，環境決定論に陥りやすいうえに環境
理解も平板であり，戦略などの重要変数も無視する傾向があったこと，そこ
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から，動態的組織論が再び動きを見せ，組織および意思決定の曖昧さを主張
したマーチ＝オルセンの「ゴミ箱モデル」とルース・カップリング概念を駆
使したウェイクの組織進化論の展開があることが説明されている。そして，
今日日本で「ゴミ箱モデル」が受け入れられ組織文化が語られながらバーナ
ードの組織文化論の認知が進まないのは不当であるとされ，その正当な評価
の必要が主張されている。組織論の綿密な跡付けをもとに，バーナードから
サイモンヘの継承と発展の側面に専ら注意をむける伝統的（今日においては
教科書的）な理解に対する再考を促す章である。
第5章「動機づけと経営参加」では，まず，「科学的管理法」から「行動
科学的管理論」に至るまでのアメリカ管理論の発展の中で，経営参加が官僚
制の逆機能（ウェーバー）を克服する手段として用いられていること，すな
わち，専制的管理方式が目標管理に切り替えられるとともに，参加というコ
ミュニケーション手段を前提として末端における計画と執行の再統合が従業
員の結果責任負担のもとで可能にされ，それによって「職務行動の自発性と
革新性」が引き出されようとされていることが明らかにされている。つい
で，それとの比較においてドイツの経営参加が考察される。結論的には， ド
イツの経営参加の体系は職場レベル，経営（工場・事業所・支店）レベル，
企業レベルのそれぞれに何らかの被用者参加がみられ，職場レベルおよび経
営レベルの参加は行動科学的管理論の提唱するものと同じく企業の目標（部
門目標）に方向づけられているが， 企業レベルでの参加は被用者の「主体
化」を自己目的としている，とされている。日本の企業中心社会の現状を逆
照射するには大いに参考になる内容であるといえよう。ただ，主張されてい
る結論が（法の主旨というだけでなく）企業の事実であるとすれば，資本主
義国のしかも，高い比率での経済成長の過程にあるドイツの企業においてど
うしてそれが可能であったのかをもう少し展開してほしいところである。
第 6章「変革期の経営戦略一‘ノーシャル・イノベーション・アプローチ
一」では，経営戦略には「公式的戦略策定アプローチ」，「帰納法的アプロ
チー」， 「ビジョン・アプロー チ」， 「ルース・カップリング・アプローチ」，
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「企業家精神アプローチ」，「企業パラダイム変革アプローチ」，「知識創造ア
プローチ」という様々なアプローチの仕方があるが，変革期の経営戦略に関
しては，公式的アプローチは「効果的」でなく，技術シーズ・市場ニーズ・
規制変化を源泉とする「システム・イノベーション」と「生活世界」の豊か
さにつながる「生活イノベーション」の双方を実現するような「ソーシャル
•イノベーション・アプローチ」が「効果的」 (116ページ）である，とされ
ている。また，その実例としてはフェデラル・エクスプレスの全米翌日配達
費物便， ピープル・エクスプレスの超低価格航空運賃政策，ファルマの「草
の根」 VAN,石田衡器のコンビュータ・スケー）レ，オムロンの EFTS関辿
事業が紹介されている。注を見るかぎり， 「ソーシャル・イノベーション」
という用語はドラッカーからのものであり，また，それを「システム・イノ
ベーション」だけでなく「生活世界」の豊かさとつなげて考えるのはハーバ
ーマスの考え方を受け入れたものである。その哲学的理念については共感す
るところがある。ただし， 理論として見た場合， 「ソーシャル。イノベーシ
ョン・アプローチ」が「効果的」であるというのは何にとって「効果的」で
あるのか， 企業の競争優位の獲得・保持にとってか，「生活世界」の豊かさ
の実現にとってか，がはっきりしないように思われる。
第 7章「戦略市場計画とマーティング戦略論」では，アメリカにおける競
争戦略論の展開において， ポー ター ， シャビロによる「参入阻止アプロー
チ」が長期的優位を可能にするような独特な能力の開発・向上への視点が希
薄であることを批判して，ティース， ビサノ，シューエンによる「ダイナミ
ック能カアプローチ」が主張されていること，とはいえ全体としては流動的
状況にあり，新しい戦略パラダイムの登場が期待されていることが明らかに
されている。また， マーケティング戦略論がその分析単位を拡張・上向さ
せ， 「マーケティング戦略の中範囲理論」という競争優位戦略論として位置
付けられていること，また，その一方で，市場動態の考察に基づくダイナミ
ックな競争優位の形成過程を重視する「市場戦略論」がそれを補う形で展開
されていることが明らかにされ，さらにその意図を徹底するには需給問の量
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的・質的懸隔を架橋する「需給斉合」の視点を組み込む必要があることが主
張されている゜「需給斉合」とはオルダースン (W.Alderson)によるもので，
高度の異質性と空間的分散を伴う需要と供給の両者を「対」として整序する
ことにマーケティングの究極の目標があるとし，企業の差別的優位性をめざ
す行動を社会・経済的意義に焦点をあてながら理解しようとするものであ
り，執筆者が一連の業績において着目しているものである（陶山計介「差別
的優位性概念と需給斉合水準ーーオルダースンの所説の検討を中心に一ー」
『関西大学商学論集」第31巻 3•4 。 5 号， 1986年11月，同「競争戦略のプロ
セスとコスト•投資優位」橋本勲・中田善啓・陶山計介編『戦略マーケティ
ング』新評論， 1990年所収， 等を参照）。マクロな視点とミクロな視点を包
括する枠組みを戦略マーケティングの把握においても貫こうとする試みであ
る，と理解される。
第8章「グローバル戦略組織革新」では，今日において企業はグローバル
な配置と調整を行なう「複雑なグローバル戦略」（ポーター）をとり，「グロ
ーバルな競争力， マルティナショナルな柔軟性， 全世界的な学習能力」（バ
ートレット＝ゴシャール，彼らの言う「グローバル企業」とは組織がグロー
バル規模であるが中央集権型であり，海外事業が親会社の戦略を実行するだ
けの企業を指し，「マルティナショナル企業」とは組織が分散型で海外子会
社が自立なものを指している）という 3つの対立する目標を同時に開発しな
ければ生き残れない，とされ，また，このグローバル戦略を実行するために
は組織の改革を効果的に行なわねばならない，とされる。また，世界企業組
織の展開としては，（ストップフォードが言うように）国際事業部から地域別
事業部ないし世界規模・製品事業部（どちらに行くかは海外向け製品多角化
をどのように進めるかという選択による）を経てグリッド組織（マトリック
ス組織）への発展段階があるが，（バートレット＝ゴシャールの言うように）
そのようなフォーマルな組織構造の改革をもってしては効率，適応性，世界的
イノベーションという多次元の戦略的目標を実現することはできない，とさ
れている。そして，海外子会社間の「統合ネットワーク」と「組織の役割と
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責任の分化」および「複数のイノベーション」の同時管理を統合的な組織シ
ステムの柱として構成しなければならず，それらのうちのいずれの目標を優
先的に選択するかは置かれた状況によって相違する，とされている。組織構
造よりも組織力を重視する視点からグローバル企業の組織革新をとらえたも
のであり，組織構造論がややもすると図式的になることを克服しようとした
ものとして評価することができる。一つ難点をいえば冒頭部のポーターの紹
介は正確でない。ポークーは企業がグローバルな視点で活動の場所を決め，
それらを積極的に調整することによって競争優位を獲得する必要を説いてい
るのだが，まずは，企業は活動を集中配置するか，分散配置するか，またど
こに配置するかを活動の内容次第でそれぞれの利点 (advantages)ないし便
益 (benefits)とコスト (costs)を比較して決定しなければならないと言っ
ているのであって， 一方的に分散配置が好ましいと言っているわけではな
い。そのうえで，今後の国際競争においては，とりわけ，初期の段階をぬけ
でたグローバルな企業においては，活動を集中することが経済的・政治的に
不要となっていき，配置は全体としては集中から分散へと重点移動するであ
ろうと言っているのである。 151ページの14~22行目がまった＜文脈の取れ
ない文章になっているのは，ボークーが集中配置の利点として挙げている要
因を強引にまった＜逆の意味で理解しようとしているからである。
終章「日本の経営と管理」では， 日本企業は日本的経営の残すべきところ
は残し，アメリカ経営学の研究成果も利用できるところは積極的に取り入れ
て自ら発展してきたこと，アメリカ経営学が日本的経営に果たした役割につ
いては，科学的管理法は大正から昭和にかけて親方請負制や渡り職人を廃止
して集権的な管理体制を作り上げるのに，また制度経営学（ゴーイング・コ
ンサーン観，経営者革命論）は第2次世界大戦後の企業民主化の理論的よす
がに， ヒューマン・リレーションズと上向コミュニケーションは1950年頃に
おいて復活を願う大企業にとって労働者の自発的・積極的なモラールを獲得
する手段に，経営科学（ディーボルト， ドラッカー ， OR) は1950年代後半
のオートメーション化の推進に，経営組織論（バーナード，サイモン，アン
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ゾフ）は1950~60年代の企業合併と海外投資の推進に，行動科学は1950年代
末以降の先端技術の激しい開発競争に対応できる潜在能力の掘り起こしに，
ソシオテクニカル・システム論と「労働生活の質」論は1960年代後半以降の
労働者の意識変化に対応した生きがいを与えるために，そして，コンティン
ジェンシー理論は1960年代半ばから70年代にかけての経営環境の急激な変化
への対応のためにそれぞれ利用されたことが示される。また，職務と組織は
「工業化時代」の硬直的なヒ°ラミッド型組織から， 「脱工業化時代」の自己
実現の要求が重視される組織に変化し，また，企業の置かれた状況によって
は「文鎮型組織」や「マトリックス組織」が形成され，さらに高度情報化時代
においては情報ネットワーク構築が進められるとされる。雇用は，企業の大
規模化に伴って成立した終身雇用制から，第 1次石油危機後の選択定年制の
導入へ，賃金は，年功序列型賃金制度から高度成長最盛期以降の併存型職務
給・範囲職務給の導入さらには職能分類制度の導入へと変化し，また， 1980
年代後半以降，複線型人事（総合職，一般職，専能職）の導入があったとさ
れる。その他，価格政策と流通機構，系列化，資本の運用と調達における日
本的特徴も概銀されている。日本的経営に対するアメリカ経営学の影響から
人事・労務，販売・流通，財務にわたる全体的な日本的特徴を概観するもの
となっておりテキストとしての目配りが行き届いている。細部にわたっては
もう少し説明のほしいところ，曖昧さが残るところもあるが，概説としては
致し方ないところであろう。ただし， PERを「 1株あたりの利益率」とす
る (193ページ）のは明らかに誤り （正しくは「株価収益率」＝株価を 1株
当たり税引後利益で除した商）であり， また， 「時価発行やエクイティ・フ
ァイナンス」 (194,195ペー ジ） という表現からして時価発行（時価発行増
資による資金調達）をエクイティ・ファイナンスに含めないのも通常の用語
法とは異なったものになっている。さらに，日本の取引慣行において流通系
列や返品制等とならんで，再販売価格維持行為があげられ，それらが一括し
て，「これらの慣行には，それぞれの生いたちがあり，メカニズムがある。一
概に悪いときめつけるわけにもいかない。個々にたち入った検討が必要であ
る」 (190ページ）という評価がされているのはいささか驚く。再販売価格維
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持行為は米国反トラスト法において「当然違法」であるばかりか， 日本の独
占禁止法においても行為それ自体が反競争的性格を持つものとして原則とし
て違法となっているものである。しかも，今日，この行為については厳しい
目が向けられ，適用除外の範囲（＝再販売価格維持制度）が縮小されるとと
もに，再販売価格維持行為につながる可能性のある（単なる参照価格であれ
ば問題がないが，その価格を守らせようとすると再販売価格維持行為にな
る）「メーカー希望価格」や「建値」にも公取委による厳しいチェックがか
けられてきているのが現状である （山田昭雄・大熊まさよ・楢崎憲安編著
『流通•取引慣行に関する独占禁止法ガイドライン』商事法務研究会， 1991
年等を参照）。同様に「生いたち」もあり，「メカニズム」もある（株価の）
安定操作や株式の相互持ち合いに対して厳しい批判をされている (194ペー
ジ）一方で再販売価格維持行為に甘い評価を下されるのはやや理解に苦しむ
ところである。ちなみに， 日本的取引慣行をなべて「前近代的」と評価する
風潮に徹底した異義を唱える三輪芳朗氏ですら，再販売価格維持行為は「カ
ルテルと同様，消費者の利益を著しく侵害すると考えてよい」とし，「独禁法
違反として当然」だとしているのである （『日本の取引慣行』有斐閣， 1991
年， 237ペー ジ）。また， 著作物の適用除外制度についてはドイツ， イギリ
ス，フランスなどにも見られるものであり，（制度化されているから慣行で
はないというだけでなく）日本的取引慣行とはいえないものである（公正取
引委員会事務局編「独占禁止法適用除外制度の現状と改善の方向』大蔵省印
刷局， 1991年）。
ここまで書いて思うことは，大学の社会科学系科目のテキストづくりの難
しさである。評者はそれは平易性，啓蒙性と科学性，現代性を兼ね備え，か
っ，洗練されたものでなければならない，と考えている。また，テキストづ
くりを行なう者は，細部にわたるまで精確さを期し，繊細な注意を払う必要
がある，と考えている。されど，言うは易し，行なうは難しである。評者も
また，同じ過ちを犯しているかもしれない。
以上，評者の浅学非オゆえ，意を汲まない紹介や不適切な評価や批判があ
るかもしれない。ご寛恕願う次第である。
